様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 2024年　3月　　5日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃきっつ 
一般事業主の氏名又は名称   株式会社キッツ
（ふりがな）　 こうの　まこと     
（法人の場合）代表者の氏名  　　河野 誠    印   
住所　〒261-8577
千葉県千葉市美浜区中瀬1丁目10番1号
法人番号　2040001001644　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 統合報告書2023
2 長期経営ビジョン 特設ページ
3 長期ビジョン説明スライド
「キッツｸﾞﾙｰﾌﾟ長期経営ビジョン BeyondNewHeights2030「流れ」を変える」

4 中期経営計画説明スライド
「キッツｸﾞﾙｰﾌﾟ第1期中期経営計画2024（FY2022-FY2024）」

	公表日
	1 …　2023年　5月　19日
2 …　2022年　2月　10日
3 …　2022年　2月　10日
4 …　2022年　2月　10日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 HP：統合報告書2023
https://www.kitz.co.jp/cms/wp-content/uploads/2023/05/Kitz_Corporate_Report_2023_J_all_0517.pdf
■ 企業経営の方向性
▶P.5-10　社長メッセージ
　P.6-7：中・長期を見据えた今期(2023年度)の経営計画
　P.8-9：2030年へ向けて積極経営を展開
　P.9：「2030年にありたい姿」図表中“コアビジネス/成長ビジネス”
▶ P15-16　価値創造プロセス：見開き図表

■ 情報処理技術の活用の方向性
▶P.11-12　”さらなる高み”へ向けたビジネス変革活動
　P.11：ビジネス変革へ向けた3つのステージを駆動する
　 P.11：下部 タスクフォース活動概念図
▶P.19-20　バルブ事業統括本部長メッセージ
　P.20：モニタリングサービスの開始

2 HP：長期経営ビジョン
https://www.kitz.co.jp/investor_ir/management-policy/m_vision/
■ 情報処理技術の活用の方向性
▶冒頭文章
▶中部：ビジネス領域のシフト　図表
▶下部：事業ポートフォリオ基本方針

3 長期ビジョン説明スライド
long_vision_2022.pdf (kitz.co.jp)
■ 企業経営の方向性
▶P.5-8　Ⅱ.目指す経営構造と定量目標
　P.6：目指す経営構造と定量目標

4 中期経営計画2024
m_plan_202202.pdf (kitz.co.jp)
■ 企業経営の方向性
▶P.7-22 Ⅱ.事業別中期計画
　P.8：ターゲット市場と目指す収益構成
　P.9-16：バルブ事業 市場別戦略


	記載内容抜粋
	■ 企業経営の方向性
資料①▶P.5-10　社長メッセージ
P.6-7：中・長期を見据えた今期(2023年度)の経営計画
　＊数字の裏付けとなるのは、半導体市場を中心とした成長分野です。半導体の公共は、半導体製造装置のみならず、データセンターや超純水プラント等、幅広いニーズを生み出しています。

P.8-9：2030年へ向けて積極経営を展開
　＊私は、2021年の創業70周年のタイミングで社長に就任しました。まず手を付けたのが、企業理念である「キッツ宣言」をもっとパーパスを前面に出した明確なものに改訂する事でした。企業理念を見直す中で長期経営ビジョンと中長期経営計画の策定に至りました。

P.9：「2030年ありたい姿」中“コアビジネス/成長ビジネス”
　＊情報化社会、サステナブル社会に向けて、コアビジネスの基盤を強化し、同時に成長ビジネスへの参入を、リスクを恐れず加速させる

P15-16　価値創造プロセス：見開き図表
（＊長期経営ビジョンにおける価値創造プロセスの全体像を説明）

資料③▶P.5-8　Ⅱ.目指す経営構造と定量目標
P.6：目指す経営構造と定量目標
（＊経営構造：ビジネス領域　にて6つの領域を、ビジネスモデル にて成長基軸と投資収益性の確保に関して記載）

資料④▶P.7-22 Ⅱ.事業別中期計画
P.8：ターゲット市場と目指す収益構成
（＊中長期ターゲットである8つの市場区分とその成長性見通し・仮説の記載）

P.9-16：バルブ事業 市場別戦略
（＊各市場分野別に事業環境と主要施策を記載）

■ 情報処理技術の活用の方向性
資料①▶P.11-12 ”さらなる高み”へ向けたビジネス変革活動
P.11：ビジネス変革へ向けた3つのステージを駆動する
＊（中略）「既存ビジネスの強化」「経営体質転換」「新たなビジネスモデルの実現」の3つのステージを実践します。
　＊私たちはこれらを達成するための手段としてDX（デジタルトランスフォーメーション）を有効に活用するため、BX（ビジネストランスフォーメーション）タスクフォース活動に取り組んでいます。

　＊「既存ビジネスの強化」「経営体質転換」「新たなビジネスモデルの実現」の3つのステージの実現に向けて活動します。

　＊EX（＝従業員体験）強化を起点として徹底した効率化を図ることで既存ビジネスを強化。これによって生じた経営リソースを可視化・流動化し、CX(＝顧客体験)強化への原資とします。

P.11：下部 タスクフォース活動概念図
　＊前述の3つのステージのイメージを表現しております

資料①▶P.19-20　バルブ事業統括本部長メッセージ
P.20：モニタリングサービスの開始
＊国内では、高度経済成長期に建設され、現在も尚現役で活躍しているプラントが数多く存在しています。稼働年数が長くなるに従い、ろうきゅう化に伴うトラブルや事故のリスクが高まることから、安定操業を実現するための定期点検やメンテナンス保全業務の重要性が増しています。（中略）今後はソリューション提案型ビジネスへ本格的に挑戦して参ります。

資料②▶冒頭文章
＊（中略）それらのコアビジネスの基盤を強化するとともに、エネルギー利用の効率化のために欠かせない「デジタル化」、カーボンニュートラルの実現に向けた「脱炭素化」をキーワードとして、リスクを恐れず成長ビジネスへの参入を加速し、ビジネス領域をシフトさせる両利きの経営を目指します。

資料②▶中部：ビジネス領域のシフト　図表
（＊現在主力のコアビジネスを基盤としつつ、成長分野である「Digital」「Green」へのシフトを表現）

資料②▶下部：事業ポートフォリオ基本方針
＊バルブ事業セグメントでは、現在の主力である建築設備、石油化学、水処理、機械装置の４市場と、デジタル化と脱炭素化を背景とした将来の成長分野である半導体装置、半導体材料（フィルター）、機能性化学、水素・低炭素の４市場の合計８市場に区分するとともに、主力事業を基盤に成長分野・地域への資源移動を進め、収益構成を変えてまいります。(中略)
また、人的資本の戦略的な活用として、社員エンゲージメントの持続的向上に向けてのKPIを設定し、その実現に取り組むとともに、業務革新活動と連携してビジネスモデルを変革し、高付加価値業務へのシフトにより人財のさらなる有効活用を行うほか、経営リソースを戦略的に配分し、ブランド価値を高め、収益性の向上を目指してまいります。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	統合報告書に関しては取締役会決議により意思決定・公開されております。
ホームページの内容に関しましては、取締役会で決議された長期経営ビジョンおよび中期経営計画2024の内容に基づき記載されております。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 統合報告書2023
2 長期ビジョン説明スライド
「キッツｸﾞﾙｰﾌﾟ長期経営ビジョン BeyondNewHeights2030「流れ」を変える」

3 中期経営計画説明スライド
「キッツｸﾞﾙｰﾌﾟ第1期中期経営計画2024（FY2022-FY2024）」

	公表日
	1 …　2023年　5月　19日
2 …　2022年　2月　10日
3 …　2022年　2月　10日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 HP：統合報告書2023
https://www.kitz.co.jp/cms/wp-content/uploads/2023/05/Kitz_Corporate_Report_2023_J_all_0517.pdf
▶ P.11-12　”さらなる高み”へ向けたビジネス変革活動

2 HP：長期経営ビジョン説明スライド
long_vision_2022.pdf (kitz.co.jp)

3 HP：中期経営計画2024 説明スライド
https://www.kitz.co.jp/cms/wp-content/uploads/2022/12/m_plan_202202.pdf
▶P.23-25　Ⅲ.デジタルトランスフォーメーション（DX）
　　P.25：DX中期計画コンセプト スライド

	記載内容抜粋
	資料③▶ P.23-25　Ⅲ.デジタルトランスフォーメーション（DX）
P.25：DX中期計画コンセプト スライド
＊図表にて、各業務領域における実行施策の一部を記載しております。
本中期計画では「オペレーション比率低減」×「付加価値業務へのシフト」を掲げ、デジタルを有効に活用することで現行業務にかかるオペレーションにかかる工数を削減しつつ顧客志向の新しい製品・サービスを生み出すため、新規市場へ参入するための高付加価値業務への移行を目指しております。

具体的には生産領域でのMES確立、販売マーケ領域でのCRM導入など、データを収集・活用することを中核に据えた施策を設計開発～アフターサービス領域やバックオフィス業務の各領域で横断的に取り組んでおります。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	統合報告書に関しては取締役会決議により意思決定・公開されております。
ホームページの内容に関しましては、取締役会で決議された長期経営ビジョンおよび中期経営計画2024の内容に基づき記載されております。



1  戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	資料①…統合報告書2023
▶ P.11-12　”さらなる高み”へ向けたビジネス変革活動
　P.11：ページ左中部　組織を簡易的に示した図表
　P.12：下部 実行基盤 具体例
　P.12：変革へのリソース創出と新しい文化の担い手となるDX人財の育成


	記載内容抜粋
	資料①▶ P.11-12　”さらなる高み”へ向けたビジネス変革活動
P.11：ページ左中部　組織を簡易的に示した図表
　＊社長をオーナー、各事業部門における執行役員をステアリングコミッティに据えたタスクの簡易的な体制図を表示しております。

P.12：下部　実行基盤　具体例図
　＊本タスクの３つのステージを遂行する根拠となる実行基盤の一部を明示しております。
特に左上部にて、前述したタスクフォースを自ら先導している点や運営組織の設置、およびタスクの進捗を捉えるためのKPIの策定等について記載しております。

P.12：変革へのリソース創出と新しい文化の担い手となるDX人財の育成
　＊BXタスクフォース活動ではビジネス変革に向けて、人的リソースを新しいビジネスにシフトさせることを目的とした、組織横断型の改善活動を実施しています。タスクフォースメンバーはこの活動を通して、「変革意識」と「課題を設定する力」を向上させています。
　並行して進めている「DX人財育成」では、啓蒙活動とスキル教育により今後の変革の中心を担うキーメンバーを育成しています。啓蒙活動では、変革の必要性の認知から始めて裾野を広げ、スキル教育では、データ分析教育を通して課題と原因を正しく捉えて解決する力、現状を整理し自ら解決する力をRPAや業務アプリの市民開発教育を通して養っています。
　2022年度時点でデータ分析教育を200名、市民開発教育を170名が受講しており、ここで実行力を身に着けたDX人財が新しい文化の担い手となります。



2  最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	資料①…統合報告書2023
▶P.11-12 ”さらなる高み”へ向けたビジネス変革活動
　P.11：データから事実を捉えつつ自ら考え、ともに行動する文化を醸成
　P.12：下部 実行基盤 具体例
　P.12：社員一人ひとりが活躍するための環境と道具を整備

資料②…HP：長期経営ビジョン説明スライド
▶ P.7-9　Ⅲ. 2030年に目指す姿(ビジネス領域のシフト)
　P.9：長期戦略投資方針

	記載内容抜粋
	資料①▶P.11-12 ”さらなる高み”へ向けたビジネス変革活動
P.11：データから事実を捉えつつ自ら考え、ともに行動する文化を醸成
　＊2022年は実行基盤として変革の中核であり組織を超えた連携を生み出す「推進組織・体制」、文化を根付かせるための土壌となる「意識改革・企業風土変革」、文化の担い手である従業員を育成する「DX人財育成」、それらを実行するための道具としての「ITインフラの強化」の4点を構築して参りました。2023年からはこの実行基盤を活用した本格的なBX推進が始まります。
P.12：下部　実行基盤　具体例図
　＊本タスクの３つのステージを遂行する根拠となる実行基盤の一部を明示しております。
特に左下部では従業員が変革や新しい技術を柔軟に受け入れるための風土・文化醸成、右上部では実際に情報技術を使いこなすための人財育成について。右下では、これを導入・運用するためのITインフラ整備の具体的方策について記載しております。

P.12：社員一人ひとりが活躍するための環境と道具を整備
　＊キッツでは、基幹システムの刷新によって業務の整流化が進み、粒度と精度の整ったデータの蓄積が可能となりました。また、コミュニケーションツールの刷新により、社内における情報共有のあり方を変えてきました。BXタスクフォース活動ではこれらを土台にして積極的に社員に情報を公開し、経営状況や経営指標への意識向上を図ってきたほか、データプラットフォームやBIツール等、蓄積されたデータを社員が活用するためのツールも導入してきました。また、キッツグループﾟ全体で定めた情報セキュリティ・個人情報保護方針のもと、業務における問題点の発見と解決のため、安全に利用できる環境と道具の整備を行ってきました。
　そのほか、既存のアナログデータのデジタル化によるペーパーレス活動も進んでおり、新しい企業文化を根付かせるための土壌として、一つひとつの活動が着実に実を結びつつあります。

資料②▶ P.7-9　Ⅲ. 2030年に目指す姿（ビジネス領域のシフト）
P.9：長期戦略投資方針
（＊9か年での総投資枠800億円、そのうちの6割を設定している”成長/新規分野”の項目の中に「DX」や「人財開発」が入っている）




(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 統合報告書2023
2 2023年12月期第2四半期決算補足説明資料

	公表日
	1 …　2023年　5月　19日
2 …　2023年　8月　8日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 HP：統合報告書
https://www.kitz.co.jp/cms/wp-content/uploads/2023/05/Kitz_Corporate_Report_2023_J_all_0517.pdf
▶ P.11-12  ”さらなる高み”へ向けたビジネス変革活動
　P.11：ビジネス変革へ向けた3つのステージを駆動する
　P.12 ：下部　実行基盤 具体例図中ITインフラの強化

2 2023年12月期第2四半期決算補足説明資料
※IR情報として動画配信、その後キッツHPにて掲載
https://ssl4.eir-parts.net/doc/6498/ir_material_for_fiscal_ym/139484/00.pdf
▶ P.8：バルブ事業 売上実績（市場別）

	記載内容抜粋
	資料①▶ P.11-12  ”さらなる高み”へ向けたビジネス変革活動
P.11：ビジネス変革へ向けた3つのステージを駆動する
　＊タスクフォース活動の進捗を図る指標としては、ROIC Treeをベースに経営から各部門活動を紐づけた”BX KPI”を作成。これをタスクの成果指標として、顧客思考の機動的な組織への転換と新たなビジネスモデルの実現を目指してまいります。

P.12 ：下部　実行基盤 具体例図中ITインフラの強化
　＊KPIとしてデジタル活用度合いを示すKPIの一例として「DX人財数」「セキュリティアセスメントスコア」「IT環境ユーザー満足度」など記載。

資料②▶ P.8：バルブ事業 売上実績（市場別）
既存であるCore市場と新規であるGrowth市場の売上を公表。DX推進活動による新規サービスの効果、市場分野のシフト（＝ビジネスモデルの変革状況）を示す数値となります。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	1 　2022年　5月　24日

	発信方法
	1 統合報告書2022
※キッツHPへの掲載
https://www.kitz.co.jp/cms/wp-content/uploads/2022/12/corporate_report_2022_1216_j_single.pdf


	発信内容
	1 P.9-14　社長メッセージ
▶P.11-13：第1期中期経営計画2024
＊P.13左辺中部 にてタスクフォースの発足とその活動方針や目的について言及



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　2023年　7月頃　～　2023年　8月頃


	実施内容
	DX推進指標による自己診断を実施し、IPAのDX推進ポータルサイトより自己診断結果を提出させていただきました。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　2023年　3月頃　～　2023年　11月頃
※委員会として毎年委員任命～実施

	実施内容
	サイバーセキュリティ対策に関しては
キッツグループ会社全体の情報セキュリティ・個人情報保護ポリシーを定め、社長任命の情報セキュリティ・個人情報保護委員会を設置、情報セキュリティと個人情報保護に関して主に以下取り組みを実施しております。

① 情報セキュリティ・個人情報保護委員会
　➡前年度活動（②～⑥）結果および当年活動計画の共有など

② 標的型攻撃訓練メール
　➡各社でメールアドレスを所有する25%のユーザーを目安に訓練メールを送信

③ 情報セキュリティeラーニング
　➡全従業員にてeラーニング受講、情報リテラシーの周知向上を図る

④ 各部門自己点検・グループ会社内部監査
　➡各部における「情報資産台帳」メンテナンスチェックおよび情報セキュリティ・個人情報保護自己点検実施
　➡上記チェック項目をもとにGr会社における内部監査の実施

2 IT環境アセスメント
　➡全事業所のネットワークセキュリティ強化、不正アクセス監視など

3  個人情報保護対応
　➡各社における状況確認～規程・ポリシーの策定～従業員教育の実施
-------------------------------
【公開ホームページ：サステナビリティ＞ガバナンス＞リスクマネジメント】
（https://www.kitz.co.jp/sustainability/governance/risk-management/）
▶ページ中部：情報セキュリティ・個人情報保護
　・情報セキュリティ基本方針
　・個人情報保護基本方針




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

